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Ⅰ は じ め に

本研究の目的は，オープン・イノベーションのダイナミズムを，企業家活動（entre-
preneurship）の視点から明らかにすることである。具体的には，①伝統的な企業家（en-
trepreneur）にかかわる先行諸研究を検討することによって，オープン・イノベーショ
ンにおける企業家研究の意義を明らかにすること，②オープン・イノベーションと企業
家活動の先行諸研究を整理することによって，企業家活動と企業家プラットフォームの
相互作用的な枠組みを得ること，③大阪ガスの事例分析によって企業家プラットフォー
ムのダイナミズムを明らかにすることである。
本研究では，オープン・イノベーションを，「企業内部と外部の技術を有機的に結合
させることによって，価値を創造すること」（Chesbrough, 2003, p.xxiv）と定義する。
従来のイノベーション理論と比較すると，企業の境界を越えた技術や知的財産の移動を
重視する点に理論的特徴がある。オープン・イノベーションには，企業内部と外部の技
────────────
１ 本稿は，筆者が第 5回アントレプレナーシップ・コンファランス（日本ベンチャー学会・企業家研究フ
ォーラム・ファミリービジネス学会共催，大阪企業家ミュージアム，2016年 1月 30日）において報告
した「企業家活動によるオープン・イノベーションのダイナミズム」に加筆修正を加えたものである。
総合司会の金井一賴先生（大阪商業大学），コメンテーターの加護野忠男先生（甲南大学），粕谷誠先生
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術を結びつける経路として，外部技術を内部に導入するプロセスと，内部技術を外部に
供給するプロセスが含まれている（Chesbrough, 2003, pp.xxiv-xxv）。このような外部技
術を活用するオープン・イノベーションは，経営学研究においてその重要性を増加させ
ている（Chesbrough and Bogers, 2014）。
企業家活動は，組織や戦略の研究において主要概念のひとつであり，いまなおその重
要性は失われていない（Busenitz et al., 2014；金井他，2014）。本研究では，Coase
（1937）の企業家論に立ち返り，市場と組織における企業家の役割を再考する。伝統的
な企業家論は，市場と組織を区分し，組織内での企業家活動を中心的な分析領域として
いた。それに対してオープン・イノベーションでは，企業の外部にある資源や技術に着
目しなければならない。
本研究では，オープン・イノベーションにおける企業家活動を分析するために，金井

（2012）の議論を取り上げる。金井（2012）は，企業家活動を「企業家活動Ⅰ」と「企
業家活動Ⅱ」に分けており，企業家活動Ⅰとは新事業創造や既存企業における企業家活
動であり，企業家活動Ⅱとは，企業家活動Ⅰの苗床となる社会的プラットフォームを形
成する企業家活動である（金井，2012, 11頁）。オープン・イノベーションの文脈では，
外部の資源を活用するための企業家活動Ⅱがより本質的に重要であると考えられる。
本研究では企業家活動と企業家プラットフォームの枠組みを用いることによって，大
阪ガスの事例を分析する。大阪ガスは，オープン・イノベーションに向けた諸組織を設
置し，専属スタッフを配置している。それら諸組織が機能することによって，大阪ガス
はオープン・イノベーション先進企業としての評価を得ている（川合，2012；真鍋・安
本，2010；清水・星野，2012）。多くの日本企業が，オープン・イノベーションの遂行
に難儀しているにもかかわらず，なぜ大阪ガスはオープン・イノベーションを首尾良く
遂行することができたのだろうか。そこを可能にしたダイナミズムを，本研究では分析
する。
本研究は，以下の通りに構成される。2節では，オープン・イノベーションと企業家
の関係を，企業家研究および企業家活動研究を整理することによって明らかにする。3
節では，大阪ガスがオープン・イノベーションをどのように遂行したのかを記述する。
4節では，大阪ガスの事例を企業家活動と企業家プラットフォームの相互作用的枠組み
によって分析する。そして 5節では，本研究の結論と残された課題について示す。

Ⅱ オープン・イノベーションと企業家

1）伝統的な企業家研究
イノベーション研究において，外部技術を用いたオープン・イノベーションの重要性
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が盛んに喧伝されている（Baldwin and von Hippel, 2009 ; Chesbrough, 2003 ; Ches-

brough and Bogers, 2014 ; Sakakibara, 2003）。ところがオープン・イノベーション研究で
は，イノベーションの担い手である企業家については十分に検討されていない。本節で
は，企業家にかかわる先行諸研究を整理することによって，オープン・イノベーション
における企業家活動を分析するための枠組みを導出する。
企業家研究は，Schumpeter（1934）の議論を出発点としており，企業家とは一般に

「イノベーションを能動的に遂行する主体」と理解されている。Schumpeter の企業家論
は，市場の均衡を創造的に破壊することにより，経済を発展させるという文脈で議論さ
れている。
Coase（1937）は，経済学の視点から企業家を「資源配分の方向付けを価格メカニズ
ムに代わって行う人ないし人々」と定義した。Coase（1937）の企業家論は，企業の存
在理由を明らかにすることを目的としている。すなわち，市場による価格メカニズムを
利用するためには費

2
用が存在しており，その費用を節約することが企業の存在理由であ

る。企業家が企業内において調整を行うことで，市場取引よりも効率的となる場合が存
在するのである。
Penrose（1959）は，Schumpeter（1934）の経済発展の理論を企業成長の文脈で捉えた
うえで，Coase（1937）の企業家論を発展させた（Cantwell, 2002 ; Ravix, 2002）。Pen-
rose（1959）は，企業を生産資源の集合体であると定義し，事業機会を見出す企業家の
役割を強調した。企業家は，事業機

3
会を見出したうえで，次のような企業者サービスを

提供する。それは，「企業の利益に資するための製品，立地，技術上の重要な変化に関
する新しいアイデアの導入と承認，新しい経営管理者の獲得，企業の管理組織の根本的
な改編，資本調達，拡張の方法の選択も含む拡張の計画の立案等に関連する企業の業務
に果たす貢献」である（Penrose, 1959, pp.28-29 邦訳 75頁）。
Penrose（1959）は，企業者サービスの戦略的意義を強調する一方で，企業者サービ
スは企業家の「気質」に依存するところがあるため，企業者サービスの存在を前提とし
て経営者サービスの議論を展開している（高橋，2002）。経営者サービスは，「企業者的
アイデアや提案の遂行と既存の業務の監督に関連する貢献」を指すものである（Pen-
rose, 1959, pp.28-29 邦訳 75頁）。経営者サービスは，事業活動を通じて蓄積される知
識や経験に立脚しており，その効果的な利用によって企業成長が実現する。その一方で
知識や経験の不足が企業成長の制約にもなるのである（軽部，2004, 108頁）。
────────────
２ この費用は，後に取引コストと呼ばれるものである（Williamson, 1975）
３ Penrose（1959）は，ある企業が何を成し遂げることができるかという「客観的な」事業機会と，ある
企業が何を成し遂げることができると考えるかという「主観的な」事業機会を区別しており，「主観的
な」事業機会をどのように認識するかが企業家の重要な能力であると指摘している（Penrose, 1959,
p.37 邦訳 73頁）。
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Chandler（1962）は，Penrose（1959）と同様に，事業機会を見出す企業家の役割を強
調している。すなわち，事業部制組織といった組織的革新は，新たな事業機会に基づい
た企業家的決定によって導かれたものであり，このような組織的革新は新たな経営戦略
を策定するための時間的余裕を与えた（曳野，2009）。つまり，経営戦略と組織構造の
ダイナミックな関係には企業家の役割が欠かせないのである。
このように Chandler（1962）は，企業家の重要性を認識していたが，研究上の視点は
ミドル・マネジメントや俸給経営者（salaried managers）に推移した（Chandler, 1977）。
曳野（2009）は，Chandler（1977）を次のように評価している。「組織内部の知識が市
場機構それ自身よりもより効果的な経済活動の調整メカニズムとして機能しうるという
理解が，特定の条件化では，俸給経営者による the visible hand が，市場機構による the

invisible hand に取って代われるという主張として提示されるのが，1977年の The Vis-

ible Hand の最も重要な命題である」（曳野，2009, 63頁）。Chandler（1977）の議論は，
Coase（1937）の企業家論に親和性を持っており，Chandler（1990）は企業家が組織内
部の調整を行うという Coase（1937）の議論を組織能力の議論に発展させた。
以上の議論を整理すると，企業家研究は，Schumpeter（1934）および Coase（1937）
を基にして，Penrose（1959）や Chandler（1962 ; 1977）がその概念を拡張し

4
た。Pen-

rose（1959）が企業者サービスと呼び，Chandler（1962）が企業家的決定と呼んだ概念
は，事業機会の探索に基づいて新たな製品やサービスを創造する事業創造プロセスとし
て理解されている（金井，2002 ; Lumpkin and Dess, 1996 ; Timmons, 1994 ; Shane and
Venkatraman, 2000）。これを「企業家活動（entrepreneurship）」と呼ぶ。
企業家研究は，経営学研究における主要な概念のひとつとして発展してきたものであ
る（Cornelius et al., 2006；金井他，2014）。企業家研究は，伝統的には多様な学問分野
で発展してきたが，次第に独立した研究対象として企業家研究が行われるようになって
いる（宮本，2004 ; Sorenson and Stuart, 2008 ; Zahra, 2005）。Sorenson and Stuart

（2008）は，非常に興味深い企業家という現象だけに注目するのではなく，複数の学問
分野に基づき理論的発展を試みることの重要性を指摘した。たとえば Sorenson and Stu-

art（2008）は，組織社会学や経済社会学の枠組みを用いることを提唱しており，また
桑田他（2015）は，制度理論を用いることを提唱している。これに対して本研究では，
オープン・イノベーション研究と企業家研究の融合を試みる。

────────────
４ Penrose（1959）および Chandler（1962）は，経営戦略論における重要な貢献が一般に知られている。

Penrose（1959）は，経営戦略における資源観（RBV）の古典となり，Chandler（1962）は，多角化戦略
の古典となっている（軽部，2004 ; Teece, 2010）。
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2）オープン・イノベーションにおける企業家活動研究
Langlois（2003）は，Chandler（1977）の「見える手（the visible hand）」に対して

「消えゆく手（the vanishing hand）」仮説を提唱した。Langlois（2003）は，Chandler
（1977）が記述した時代には，企業外部の資源やその市場が整備されておらず，垂直統
合を進めることが最適であったとしている。その上で，1990年代以降には，国際的取
引の増加や ICT の発展，技術のモジュラー化が進むことによって，取引コストが低下
し外部資源の利用可能性が高まりつつあることを指摘した。すなわち，企業内での調整
よりも市場取引を利用した調整の方が効率的になるのである。Langlois（2003）は，こ
れを見える手が消えゆくので「消えゆく手」と表現したのである。
Coase（1937）以降の企業家研究は，取引コストを所与のものとしており，企業家が
いかに企業内で調整を行うのかという議論から始まり，Chandler（1962）が指摘したよ
うに企業家的決定によって多角化戦略，なかでも特に垂直統合戦略が進んだ。これに対
して Langlois（2003）は，取引コストが低下することによって，企業家による企業内の
調整だけではなく市場の価格メカニズムを利用した垂直分解が進むことを指摘したので
ある。
Chesbrough（2003）は，知的労働者の流動性の増加や技術のモジュラー化，ベンチャ
ー企業の増加，産学連携を望む大学の増加という背景から，外部資源を活用したイノベ
ーションであるオープン・イノベーションを提唱した。Baldwin and von Hippel（2009）
や Chesbrough and Bogers（2014）は，オープン・イノベーションが単なるアノマリー
ではなく，新しいパラダイムであると指摘している。
オープン・イノベーション時代における企業家には，企業内の調整だけではなく，市
場取引を利用した外部資源の活用が求められる。企業家には，企業の境界を超えて知識
や能力を蓄積する必要がある（中川，2008；武石，2003）。このように，オープン・イ
ノベーションでは企業家に求められる役割や能力が従来のものとは異なるにもかかわら
ず，その研究蓄積は十分でない（Chesbrough and Bogers, 2014）。関連する研究として，
たとえば，企業家の能力とネットワークにかかわる金井（1987）や Dodgson（2011）の
研究があるが，それらは具体的な企業家活動を分析対象としていない。
外部資源を活用してイノベーションを推進する組織体としては，産業クラスターの議
論がある（金井，2003）。産業クラスターにおけるイノベーションの推進者としての企
業家の議論は，Pitelis（2012）や金井（2012）が展開している。Pitelis（2012）は，取引
コスト論および資源・能力論の視点から産業クラスターの有効性を主張しており，産業
クラスターを形成する企業家活動が利益の専有可能性を高めるうえで重要であると指摘
している。産業クラスターに，その構成要素の一部分として参加するよりも，産業クラ
スターを形成することの方が利益の専有可能性が高まるのである（Pitelis, 2012）。
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金井（2012）は企業家活動の視点から産業クラスター形成の一貫した説明を試みてい
る。一般的な事業創造にかかわる企業家活動はミクロレベルの現象であり，メゾレベル
の産業クラスター形成とは異なっている。これに対して金井（2012）は，クラスター形
成を新たな組織の創造として捉えることによって，「新事業や新市場創造の企業家活動
と新しい組織の創造に関わる企業家活動を並列的に捉えるのではなく，連続的・相互関
係的に考えることによって，企業家活動の視点からメゾレベルの地域クラスターの形成
を統一的に説明できる」と指摘した（金井，2012, 11頁）。すなわち，新しい組織を創
造することによって，新事業や新市場創造の企業家活動が，連続的あるいは相互作用的
に生じるのである。金井（2012）は，このような新しい組織の創造にかかわる企業家活
動を，一般的な企業家活動と区別するために企業家活動Ⅱと呼んでいる。加えて，企業
家活動Ⅱによって創造される新しい組織を「企業家プラットフォーム」と呼ぶ。新事業
や新市場創造の企業家活動と企業家プラットフォームの関係は図 1のように表される。
金井（2012）が提示した企業家活動と企業家プラットフォームの相互作用的枠組み
は，オープン・イノベーションに適用できるだろうか。金井（2012）の議論は，産業ク
ラスターあるいは地域イノベーションといった地理的制約に基づく議論である。ここで
企業家プラットフォームについて再確認すると，企業家プラットフォームは，「共通の
地域ビジョンの醸成」，「地域の多様なセクターのベクトルを合わせる」，「共通関連性を
創造」することを可能にする。多様な主体が協働する際には，地理的に同期される必要
があるだろう。その意味では地理的制約が存在する。ただし，特定の地理に制約される
というわけではないことに注意する必要がある。つまり，企業家プラットフォームは，
地理的に同期することが可能であれば，その地理はどこにあろうと構わないということ

図 1 企業家活動の連鎖

典拠：金井（2012），11頁，図表 3

同志社商学 第６８巻 第１・２号（２０１６年９月）１１２（ 112 ）



である。金井（2012）の議論では，研究対象が特定の地域を指すことから企業家プラッ
トフォームが特定の地域に限定されていたのである。現代の企業は，国内における地理
的多角化だけではなく，国際的な多角化を行っていることを踏まえると，企業家プラッ
トフォームが特定の地域に限定されると考えることは概念的拡張性に乏しくなってしま
うだろう。次節からは，大阪ガスの事例分析を通して，企業家活動と企業家プラットフ
ォームの相互作用によって生じるオープン・イノベーションのダイナミズムを明らかに
する。

Ⅲ 大阪ガスによるオープン・イノベーションの導入と推進

1）オープン・イノベーションの仕組みの構築
大阪ガスは，公益事業であるガス事

5
業だけではなく，多角化企業としての性格を持っ

ている（加護野，1999）。1978年に「新分野開発部」を設置し，子会社の設立による多
角

6
化を始めたのである。当初はガス事業の補完的事業である，①副産物の販売，②ガス
器具の製造，③ガス工事，④ガス器具・設備等の修繕などの分野に進出することで多角
化を進展させた（倉光，1988）。
大阪ガスの多角化戦略は，ガスの原料が石炭・石油から天然ガスに転換することによ
って，さらに推進された。天然ガスは，冷却によって液化された状態で輸送される。液
化天然ガスを実際に活用する際には気化させる必要があり，その際には膨大な冷熱が生
じる。この冷熱を活用することによって，1972年には空気を冷却して液体窒素を製造
する空気分離事業を開始する。このような技術関連多角化事業をはじめ，1975年には
レストラン事業を，1987年にはインキュベータ事業など非関連多角化事業も展開して
いる（加護野，1999, 94頁；倉光，1996, 19-21頁）。
ところが，バブルの崩壊以降は事業の「選択と集中」を行い，ガス事業とその関連事
業に集中することになる。その結果として，新分野開発部の活動は停滞した。既存事業
に集中することによって，次第に新規事業を担える人材がいなくなりつつあったのであ
る（西野他，2013）。
ガス事業や電気事業などのエネルギー産業は，2000年以降規制改革が進み，競争の
激化が想定されていた。そのため大阪ガスは，技術開発を推進し新規事業を担える人材

────────────
５ 公益性のあるガス事業では，ガス事業法を順守した経営が求められている。ガス事業による利益を新規
事業に投資することは，ガス事業の継続性にかかわる問題と新規事業の競争政策上の問題を生じさせ
る。したがってガス事業法は，法律施行以前からある例外的なものを除き，兼業を認めていなかった
（植草・横倉，1994）。ただし，2000年の法改正により，兼業規制は撤廃されている。

６ ガス事業法には，投資規制条項はないため子会社を設立することは可能となっている（加護野，1999；
倉光，1996）。
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の教育を重視するようになる。2002年，当時の CTO 松村は，人事部に在籍していた松
本に対して「大阪ガスの研究は学会では褒められても，そもそも大阪ガスが生み出した
研究シーズが全くビジネスになっていない。研究シーズ・技術シーズをビジネスに持っ
ていく人材の教育プログラムを考えろ」という指示を出した（松本，2014, 14頁）。そ
の指示をもとに松本は，技術者向け企業内大学を設置する検討を行う。検討の過程で松
本は，大阪ガスの社員だけでは発想が固定化しており，新しいアイデアは出てこないと
考え，異分野・異業種の技術者に門戸を開いた MOT スクールの構想を固める（松本，
2004, 628頁；松本，2014, 14頁）。
2002年，「アイさぽー

7
とMOT スクール」が開講される。講義科目は「経営戦略」や

「イノベーション・マネジメント」など，MOT にかかわる 10科
8
目が設置されている。

2002年から 2003年までの MOT スクール第 1期生は 32名であり，大阪ガスの社員が
約半分を占めていた。その内訳として，若手研究者から技術開発部門の幹部までの幅広
い層が参加していたのである。後に MOT スクールを卒業した大阪ガスの技術者は，オ
ープン・イノベーションを遂行するうえで貴重な支援者となる。残りの半分は外部企業
からの派遣であり，15社ほどが参加していた（松本，2004）。その後，MOT スクール
は東京校や名古屋校を新設することにより，事業を拡大している。
MOT スクールの経営的成功を踏まえ，次の課題として CTO は「他社のイノベータ
ーを育成するだけではなく，大阪ガスにイノベーションが起こるような新しい仕組みを
考える」必要性を認識していた（松本，2014, 14頁）。そこで 2008年に，松本を技術戦
略部直属のオープン・イノベーション担当部長に任命する。オープン・イノベーション
担当部長とは，松本のために新設された役職であり，オープン・イノベーションを推進
するためであれば自由に活動することが許されていた。大阪ガスのオープン・イノベー
ションの目的は，①技術開発のスピードアップ，②製品の性能向上，③技術開発投資効
率向上である。各目的が設定された背景は，①製品ライフサイクルの短縮化に対して技
術開発のスピードアップが必要となった，②グローバルな競争環境の激化に対して製品
の性能向上が必要となった，③世界的不況による投資資源の抑制に対して技術開発投資
効率の向上が必要となったからである（松本，2010 a, 184頁）。3つの目的を果たすた
めの仕組み構築を松本に託したのである。
オープン・イノベーションの実現に対するはじめの取り組みは，外部技術を探索する
能力を蓄積することである。そのためには，必要なタイミングで接触することが可能と

────────────
７ アイさぽーとは，大阪ガスの従業員向け人事サービスを担う子会社である。
８ 他には，「経営学基礎」「テクノロジーマネジメント」「プロジェクト＆プログラム・マネジメント」「リ
スクマネジメント」「知的財産戦略」「研究開発型ベンチャー」「アントレプレナーシップ・ビジネスプ
ランニング」「MOT 特別講義・技術戦略論」が開講されている（松本，2004, 629頁）。
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なるアライアンス・パートナ
9
ーを拡大しなければならない。松本は「アライアンス・パ

ートナーを開拓・拡大するには，まず，自社の技術をオープンにしなければならない」
と考えていた（松本，2010 b, 231頁）。
しかしながら，内部技術を開示することに対して，社内の技術開発部門は「100％は
見せられない。特に研究部門のコアコンピタンスは自分たちで 100％実施すべきだ」と
反対した。加えて，産学連携を既に行っているなかでオープン・イノベーションを導入
することに，どれほどの意味があるのか懐疑的な者も多かった（松本，2014, 14頁）。
松本は，外部技術を探索する仕組みを構築するためには，オープン・イノベーション
の仕組みを社内に浸透させる必要があると考えた。若手技術者から部長クラスに至るま
で幅広く面談を繰り返し，新しい仕組みの解説と浸透を試みたのである（川合，
2012）。ところが，松本が面談を進めていくに従い，技術者が持つ自前主義の意識があ
らわになり，外部技術を利用する仕組みの浸透は上手くいかなかった。当時を振り返り
松本は次のように述べている。「取り組みを始めた当初は，社内の多くの人間の意識は
クローズドでした。全て自分の部門だけでやりたがるのです。何とかしようと毎年，社
内キャラバ

10
ンに出たのですが，R&D 部門からは，そんなことをやる必要はないと袋叩

きにあいました」（西野他，2013, 5頁）。
技術開発の現場やそのマネジメント層の多くは，オープン・イノベーションに対して
否定的であることが明らかになった。その一方で，松本に協力的な意思を持つものがい
た。アイさぽーと MOT スクールの卒業生である。MOT スクールにて「オープン・イ
ノベーション」（Chesbrough, 2003）や「プラットフォーム・リーダーシップ」（Gawer
and Cusumano, 2002）などのイノベーション理論を学習した技術者は，オープン・イノ
ベーションに好意的な態度を形成していたのである（川合，2012）。
松本は MOT スクールの卒業生の協力を得ることによって，技術マッチング会を

2008年から開催している。技術マッチング会では，大阪ガスのオープン・イノベーシ
ョンの取り組みについて講演・解説をした後に，大阪ガスが探索する技術ニーズについ
て説明される。来場した企業は，自社の技術が大阪ガスの求める技術ニーズに適合して
いる場合に，自社技術を活用できるのではないかと大阪ガスに提案を行う。提案された
外部技術は，松本が選別し各技術開発部門に紹介される。各技術開発部門は，外部技術
を松本とは異なる基準で選別し，導入すべきかの意思決定を行う。導入が決定された外
部技術は，松本が関連部署と連携することによって契約が結ばれる。
大阪ガス主催の技術マッチング会「先端技術フェア 2008」では，大阪ガスの抱える

────────────
９ 大阪ガスは，大学や公的研究機関，中小企業，ベンチャー・大手・中堅企業など技術を保有する諸組織
をアライアンス・パートナーと呼んでいる。

１０ 大阪ガスは，技術者に対する面談をキャラバンと呼んでいる。
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技術的課題のいくつかが詳細に公開された。公開された技術ニーズは，MOT スクール
の卒業生が関与したものだけではなかった。技術マッチング会を開催するにあたり，
CTO の永

11
田に指示を受けた技術開発本部長の中嶋が「100％見せなさい。思い切って

見せなさい」と各技術開発部門に対して内部技術の公開を指示したことにより，いつく
かの技術ニーズが公開されたのである（川合，2012, 62頁）。
大阪ガスの具体的な技術的課題を公開して，外部技術を募集する技術マッチング会
は，単独あるいは行政など連携して継続的に開催されている（松本，2010 b）。技術マ
ッチング会における近年の実績は表 1のとおりである。たとえば，基盤技術にかかわる
大阪ガスの技術ニーズは，34件開示されている。それに対して，外部技術の活用提案
が 41件あった。松本が技術を選別することによって技術開発部門に紹介された技術は，
24件である。17件は不適合であると判断されている。技術開発部門は 24件の外部技術
を検討し，7件の採用を決定している。そして実際に契約に至った外部技術が 7件中 1

件ということになる。残りの 6件は，契約に向けた交渉中であったり，既に破談になっ
たものが含まれている。

2）オープン・イノベーション室の設置
大阪ガスのオープン・イノベーションの取り組みは，技術マッチング会での実績を重
ねることにより，大阪ガス内部の技術者や社外で徐々に認知されるようになる。加えて
2009年，社長の尾崎が長期経営ビジョンにて，オープン・イノベーションの推進を表

────────────
１１ 松村から CTO を引き継いだ永田は，松村や松本と同じようにオープン・イノベーションの重要性を理

解していた（永田・大阪ガス実践的 MOT 研究会，2004）。
１２ 「オープン・イノベーションの課題と実践：オープン・イノベーションがもたらす新たな事業創造 大

阪ガスグループの実践事例」組織学会定例会 2014年 8月 26日。

表 1 技術マッチング会の実績（2013年）

技術ニーズ分野 外部からの
提案

内部に
対する紹介

導入に
向けた検討 契約に進展

基盤技術 34件 41件 24件 7件 1件

エンジニアリング技術 22件 21件 9件 1件 1件

業務用・産業用機器 34件 50件 21件 8件 1件

家庭用機器 14件 31件 14件 4件 3件

パイプライン・インフラ技術 20件 19件 10件 4件 3件

材料技術 20件 23件 10件 5件 4件

外部技術 4件 0 0 0

合計 144件 189件 88件 29件 13件

典拠：松本による配布資
12
料を基に筆者作成
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明した。尾崎は 2008年に社長に就任しており，2009年に公表する長期経営ビジョンに
は，これまでとは異なる成長戦略が求められていたのであ

13
る。尾崎は新しい成長戦略と

して「既存事業の深化」と「新規事業分野・拠点の拡大」を掲げている。こうした成長
戦略を遂行するためには，オープン・イノベーションによる迅速で効率的な技術開発が
必要であると判断したのであ

14
る。

このように，技術マッチング会での実績と長期経営ビジョンにおけるオープン・イノ
ベーションの推進表明により，2010年 CTO の直下にオープン・イノベーション室が設
置される。松本は，オープン・イノベーション担当部長からオープン・イノベーション
室室長に異動となった。
オープン・イノベーション室は，外部技術の探索依頼に基づき，関係する技術者との
議論の場を設ける。そこで，外部に求める技術は何か，活用できる大阪ガスの技術は何
かということを議論するのである（松本，2014）。求めるべき外部の技術が決定すると，
オープン・イノベーション室は外部技術のプレ調査を実施する。プレ調査は，国内技術
については特許情報，海外技術については調査会社を活用している。プレ調査に基づ
き，外部技術の探索方針が決定され，プレ調査の結果で得た情報をもとに外部技術に対
するニーズをアライアンス・パートナーに問い合わせる。同時に，技術マッチング会で
は技術ニーズが公開される。求める技術が，既存のアライアンス・パートナーから得ら
れないときには，コーディネータ

15
ーを活用することにより，新しいアライアンス・パー

トナーの探索が行われる。求める技術に対しては，既存のつながりに固執しないのであ
る。
オープン・イノベーション室は，ホームページ上でも「技術ニーズ・探索技術」を公
開している。平成 27年 12月現在であれば，業務用・産業用機器，パイプライン・イン
フラ技術，基盤技術，エンジニアリング技術，材料・加工技術，製造・生産設備，ICT/
IoT，大阪ガスグループ保有技術・材料の展開の分野で合計 54件が公開されている。表
2では，業務用・産業用機器における技術ニーズ・探索技術を整理している。
アライアンス・パートナーや技術マッチング会などで得られた技術は，オープン・イ
ノベーション室によって選別される。選別の際には，依頼されていた技術と適合的であ
るか，実際に活用可能であるかという点から評価される。選別された技術は，探索依頼
元の研究開発組織に紹介される。そこで外部技術の採否に対する意思決定が行われ，契

────────────
１３ 2007年から 2009年までの中期経営計画「Design 2008」では，選択と集中が重視されていた。
１４ 「大阪ガスグループ長期経営ビジョン・中期経営計画「Field of Dreams 2020」」大阪ガス・プレスリリー

ス 2009年 3月 13日。
１５ コーディネーターとは，中小企業に経営指導を行い，各企業の持つ技術をよく知る人物を指す（川合，

2012, 66頁）。コーディネーターには，商工会議所など公的機関に所属する場合や，民間のコンサルタ
ントなどの場合がある。
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約上の手続きはオープン・イノベーション室が担う。大阪ガスの外部技術の探索と評価
のプロセスを整理したものが図 2である。
大阪ガスには，事業部や研究所など，それぞれの技術開発部門にオープン・イノベー
ション担当が設置されている。オープン・イノベーション室と各技術開発部門のオープ
ン・イノベーション担当は，会議にて情報交換を行っている。年に 2回開催されるオー
プン・イノベーション会議にて，外部技術の探索や内部技術の開示に対する方針の確認
や見直し等が行われるのである（松本，2014, 21頁）。
オープン・イノベーション室の業務は，仕組みが整うとともにその内容も変化してい
る。2008年にオープン・イノベーションの活動を始めた当初は，内部組織の抵抗が大
きく「あったらいいな的な技術ニーズ」の探索依頼が多かったという。ところが 2011

年前後からは，探索する外部技術のテーマ別領域を特定することによって，「そのなか
で無くてはならない技術シーズ」を探索する依頼が増加している（研究産業・産業技術
────────────
１６ 「大阪ガス株式会社 技術ニーズ・探索技術の一覧（H 27年度）」2015年 12月 10日閲覧（https : //

www.osakagas.co.jp/company/efforts/rd/pdf/27needs_list.pdf）

表 2 業務用・産業用機器における技術ニーズ・探索技術

工場排水
処理技術

・工場からの排水処理技術

・特に，排水中の硫酸イオン除去技術，ガス中の高濃度硫化水素除去技術，メタノ
ール水溶液中のメタノール濃縮技術

低温熱駆動の機
器，利用技術

・90℃以下の温水や 150℃以下の排気ガス等の低温熱の新規利用技術
用途例：業務用・産業用の熱駆動機器（冷熱，ヒートポンプ，蒸気利用，発電等）

焼物器用の赤熱
板材料

・焼物器に用いる，低コスト・高耐久・高加工性の赤熱板材料（素材・塗料・コー
ティング材等）

典拠：大阪ガスホームページより作
16
成

図 2 オープン・イノベーションの仕組み

典拠：松本（2010 a），232頁，図 6及び松本（2014），21頁，図 8を基に筆者加筆
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振興協会，2013, 66頁）。探索依頼の変化に対して，松本はオープン・イノベーション
の社内での浸透と，技術者の意識改革の結果ではないかと考えている（研究産業・産業
技術振興協会，2013, 66頁）。探索する外部技術の質的変化は，「オープン・イノベーシ
ョン室に依頼される課題のハードルが年々高くなっている」（西野他，2013, 8頁）こと
を示すものである。
オープン・イノベーション室は，各技術開発部門の技術ニーズに応え，事業化を推進
するために三井住友銀行成長企業支援部門との連携を開始した。大阪ガスの各技術開発
部門がオープン・イノベーション室を介して三井住友銀行成長企業支援部門に技術ニー
ズを開示することによって，三井住友銀行成長企業支援部門は，有望な技術を持つ
2000社ものベンチャー企業に募集をかける。各ベンチャー企業は，三井住友銀行成長
企業支援部門に提案を行い，そこから大阪ガスの各技術開発部門との協働が開始される
（松本，2015, 15頁）。
アライアンス・パートナーにおける海外ネットワークの重要性はますます高まってい
る。Nine Sigma や Innocentive といった技術シーズを募集する企業や，PLX や Ocean

Tomo, Intellectual Ventures といった知的財産権を専門に扱う企業との連携を深めてい
る。このような企業だけでなく，英国総領事館やフィンランド大使館商務部などの在日
大使館を通じた企業紹介も活用している（松本，2015, 19頁）。
オープン・イノベーション室の業務が質的に変化すると同時に，事業部や研究所の技
術開発部門の業務も質的に変化している。内部で技術開発をせずに外部技術を利用する
ということは，その分開発資源が余るということである。余剰になった開発資源は整理
するのではなく，内部で開発する領域に再配分するのである。このような業務の変化に
対して，「最近，大阪ガスの研究者がオープン・イノベーション室をよく活用するよう
になり，従来よりも研究者が頑張っていると社内でも評価されている。外部でやらない
残りの部分をどこにも負けないようにしようという頑張りの表れであろう」（松本，
2014, 19頁）と評価されている。
既に開発された技術の新規用途探索も推進されている。各事業部のビジネス化担当
は，オープン・イノベーション室に保有技術を提示することにより，異分野・異業種の
研究開発部門と技術ニーズ・技術シーズの検討会を実施している。保有技術の新たなニ
ーズの発見や，用途開発により事業化を促進するのである（松本，2015, 16頁）。
オープン・イノベーションの仕組みを構築し，その質的変化を遂げたがゆえに大阪ガ
スはオープン・イノベーション先進企業としての評価を得ているのである（川合，
2012：真鍋・安本，2010：清水・星野，2012）。オープン・イノベーションの仕組みが
確立された 2009年から 2013年までの実績は図 3と表 3に示されている。
図 3では，大阪ガスのオープン・イノベーションのプロセスに沿って実績が示されて
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いる。事業部の開発部門や本社研究所，大阪ガスグループの事業子会社がオープン・イ
ノベーション室に対して 354件の探索依頼を行い，オープン・イノベーション室は探索
依頼のあった技術をアライアンス・パートナーに開示することで約 3,500件の技術提案
を得ている。オープン・イノベーション室は，約 3,500件の技術を選別することで，約
1,400件を事業部の開発部門や本社研究所，事業子会社に紹介している。そのなかで開
発プロジェクトに利用された外部技術が 157件である。
開発プロジェクトに利用された外部技術 157件の詳細を掲載したものが表 3である。

157件の外部技術が，どのアライアンス・パートナーからどのような方法で導入・獲得
されたのか簡潔に記されている。外部技術を活用した 157件の開発プロジェクトは，新
規テーマ化したものが 8件，研究開発レベルのものが 46件，商品開発レベルのものが
43件，事業化に至ったものが 28件である（松本，2015, 10頁）。

3）大阪ガスのオープン・イノベーションの事例：「エネファーム type S」の開発
オープン・イノベーションの具体的な事例として，大阪ガス，京セラ，長府製作所，
トヨタ自動車，アイシン精機による「家庭用固体酸化物形燃料電池コージェネレーショ

図 3 オープン・イノベーションの実績（2009-2014年）

典拠：松本（2015）を基に筆者加筆

表 3 オープン・イノベーションの実績（2009-2014年）（詳細）

アライアンス・パートナー 方法 件数

大手・中堅企業 企業間の連携 37件

中小企業 技術マッチング・イベント 87件

ベンチャー ベンチャー・キャピタル，金融機関との連携 10件

公的研究機関 包括的連携 2件

大学 産学官連携コーディネーター，包括連携 17件

海外 技術仲介会社，技術移転機関，ベンチャー・キャピタル 4件

典拠：松本（2015）
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ンシステム（SOFC システム）エネファーム type
17
S」の開発があげられる（松本，2014）。

家庭用燃料電池は，都市ガスや LP ガスから抽出した水素と空気中の酸素を化学反応
させることによって，電気と熱を発生させる仕組みである。電気と熱を共に活用するこ
とができるため，エネルギーの無駄がなくエネルギー利用効率の高さが特徴となってい
る。家庭用燃料電池は，燃料電池実用化推進協議会が認知向上を目的として，統一名称
の「エネファーム」が用いられている。JX 日鉱日石エネルギーやパナソニック，東芝，
東京ガス，大阪ガスなどが開発・製造するものをすべて「エネファーム」と呼ぶ。
エネファームは燃料電池の仕組みから，①固体高分子形（Polymer Electrolyte Fuel

Cell : PEFC）と②固体酸化物形（Solid Oxide Fuel Cell : SOFC）に区分できる。それぞ
れの技術的特徴として，PEFC は発電効率が比較的低いが，排熱回収効率が比較的高
い。その一方で，SOFC は発電効率が比較的高いが，排熱回収効率が比較的低いことが
指摘されてい

18
る。本節で扱う SOFC タイプの構造模式図は，図 4に示されている。

────────────
１７ 家庭用燃料電池にかかわる技術情報については次の情報を参照した。①「家庭用燃料電池（SOFC）の

開発完了および「エネファーム type S」の販売開始について」大阪ガス・プレスリリース 2012年 3月
13日，②「水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（第 2回）配布資料 2：家庭用燃料電池につ
いて」経済産業省 2014年 10月 10日閲覧（http : //www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/suiso_nen-
ryodenchi/suiso_nenryodenchi_wg/pdf/002_01_00.pdf），③「エネルギー問題解決に挑む「固体酸化物形燃
料電池実証研究」：高効率な固体酸化物形燃料電池（SOFC）を使った，家庭用燃料電池システムを開
発」NEDO 実用化ドキュメント 2014年 10月 12日閲覧（http : //www.nedo.go.jp/hyoukabu/articles/201215
osakagas/index.html）

１８ 「水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（第 2回）配布資料 2：家庭用燃料電池について」経
済産業省 2014年 10月 10日閲覧（http : //www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/suiso_nenryodenchi/
suiso_nenryodenchi_wg/pdf/002_01_00.pdf）

１９ 「家庭用燃料電池（SOFC）の開発完了および「エネファーム type S」の販売開始について」大阪ガス・
プレスリリース 2012年 3月 13日。

図 4 構造模式図

典拠：大阪ガス・プレスリリースから引
19
用
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以下において，各機器の簡潔な説明を行う。セルスタックとは，都市ガスから抽出し
た水素と空気中の酸素を化学反応させることにより，発電を促進する機器である。モジ
ュールは，セルスタックを収納するものであり，断熱材に覆われている。発電時に放出
される熱を維持することは，都市ガスから水素を抽出するために必要であり，また発電
効率を高止まりさせるためにも高温を維持する必要がある。脱硫器は，セルスタックの
劣化原因となる都市ガスに含まれている硫黄化合物を除去するものである。インバータ
ーは，セルスタックで発電した電気を直流から交流に変換する機器である。貯湯タンク
は，発電ユニットから発生した熱湯を貯めるタンクを指す。
大阪ガスは，SOFC タイプのコージェネレーションシステムを開発するために，2004
年に京セラとの共同開発を開始する。京セラの持つセルスタック技術が，SOFC コージ
ェネレーションシステムにとって最も重要な技術だからであ

20
る。

2006年には，国内初の集合住宅での実験を行い，発電効率と排熱回収率の目標値を
それぞれ達成す

21
る。しかしながら，前述のように筐体規模や耐久性の問題により，集合

住宅に設置することは依然として困難な状態であった。
2007年，SOFC コージェネレーションシステムの実用化に向けて，長府製作所との
共同開発を開始する。大阪ガスと京セラの共同開発は，図 4-3における発電ユニット部
に該当し，大阪ガスと長府製作所の共同開発は排熱利用給湯暖房ユニットに該当する。
長府製作所との共同開発によって，排熱利用給湯暖房ユニットの容積を約 50％減少さ
せることに成功し

22
た。

その後 2年間は，大阪ガス，京セラ，長府製作所の 3社体制で耐久性の向上と筐体の
小型化に向けた取り組みを行っていたが，実用化に向けた大きな進展はなかった。そこ
で 2009年からオープン・イノベーションの仕組みを活用することにより，外部技術の
探索を行った。外部技術の探索の際には，京セラの意向を尋ねつつ行われた。探索され
た技術に対して，技術戦略部が評価を行い，それを大阪ガスの燃料電池システム部と京
セラに紹介するのである。燃料電池システム部が採用した技術を持つ企業は，トヨタ自
動車とアイシン精機であった。
トヨタ自動車とアイシン精機は，2001年より PEFC コージェネレーションシステム
の開発を行ってい

23
た。トヨタ自動車とアイシン精機にとっては，SOFC コージェネレー

────────────
２０ 「大阪ガスと京セラ家庭用固体酸化物形燃料電池（SOFC）コージェネレーションシステムの国内初の市

場導入に向けた本格的な共同開発の開始について」大阪ガス・プレスリリース 2004年 11月 24日。
２１ 「家庭用固体酸化物形燃料電池（SOFC）コージェネレーションシステムの国内初の居住住宅での運用試

験結果について」大阪ガス・プレスリリース 2006年 5月 16日。
２２ 「都市型小規模住宅にも設置可能な出力 700 W の家庭用固体酸化物形燃料電池（SOFC）コージェネレ

ーションシステムを開発しました～家庭用コージェネレーションシステムで世界最小クラスのサイズ
～」大阪ガス・プレスリリース 2007年 1月 25日。

２３ PEFC タイプの燃料電池は，自動車の分野で開発が進んでおり，トヨタ自動車とアイシン精機には技術
の蓄積があった。
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ションシステムの高い発電効率が魅力的であった。その一方で，大阪ガスと京セラにと
っては，発電ユニットの製造技術が魅力的であったのである。トヨタ自動車とアイシン
精機の技術を活用することによって，共同開発の開始から 6か月で発電ユニットを約
20％の小型化に成功したのである（松本，2014, 17頁）。
トヨタ自動車とアイシン精機の技術によって小型化に成功すると，2009年と 2010年
の 2度にわたる実証実験を重ねる。そして 2012年，大阪ガスの SOFC コージェネレー
ションシステムは開発が完了し，「エネファーム type S」として発売されたのであ

24
る。

「エネファーム type S」は，46.5％という高い発電効率によって，一般財団法人省エ
ネルギーセンターが主催する省エネ大賞にて，経済産業大臣賞を受賞してい

25
る。また，

小型化と集合住宅にも設置可能なデザイン性から，公益財団歩人日本デザイン振興会が
主催するグッドデザイン賞を受賞してい

26
る。各エネファームの性能は，表 4に示されて

いる。

Ⅳ 企業家プラットフォームのダイナミズム

1）企業家の役割と企業家プラットフォーム
大阪ガスの事例では，オープン・イノベーション室が企業家プラットフォームとして
機能していた。オープン・イノベーション室室長の松本は，企業家であったと考えられ
る。

────────────
２４ 「家庭用燃料電池（SOFC）の開発完了および「エネファーム type S」の販売開始について」大阪ガス・

プレスリリース 2012年 3月 13日。
２５ 「平成 24年度省エネ大賞受賞者の決定について」省エネルギーセンター製品・ビジネスモデル部門受賞

者 2014年 10月 10日。
２６ 「グッドデザイン賞 燃料電池コージェネレーションシステム［エネファーム type S 192-AS 01型＋

136-CF 03型］」2014年 10月 10日閲覧（http : //www.g-mark.org/award/describe/38880）
２７ 「水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（第 2回）配布資料 2：家庭用燃料電池について」経

済産業省 2014年 10月 10日閲覧（http : //www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/suiso_nenryodenchi/
suiso_nenryodenchi_wg/pdf/002_01_00.pdf）

表 4 エネファームの性能比較

名前 定格出力 定格発電効率 総合効率 貯湯タンク

PEFC（東芝） 700 W 38.5％ 94％ 200リットル

PEFC（パナソニック） 750 W 39％ 95％ 140リットル

SOFC（JX） 700 W 45％ 87％ 90リットル

SOFC（大阪ガス） 700 W 46.5％ 90％ 90リットル

典拠：経済産業省の資
27
料を基に筆者作成
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松本は，アライアンス・パートナーの探索を通じて，企業家プラットフォームの機能
強化を行った。これまでに取引関係のない企業と協力関係を構築するためには，外部の
コーディネーターを活用することもある。外部のコーディネーターに企業を仲介しても
らうことにより，短期間で効率的にアライアンス・パートナーを得ることが可能となる
からである。多くのアライアンス・パートナーを得ることは，外部技術の探索が効率的
に行えるために，イノベーションの仕組みとしての企業家プラットフォームの機能が高
まることを意味する。技術マッチング会は，それ自体がアライアンス・パートナーを増
やすことに寄与していた。行政等公的機関と技術マッチング会を共催することは，多く
の中小企業とのパートナー関係構築に貢献している。
松本は企業家プラットフォームの機能強化と同時に，技術開発組織とのコミュニケー
ションによる企業家プラットフォームの活用促進を図った。技術開発組織とのコミュニ
ケーションを図る際には，アイさぽーと MOT スクールの卒業生が重要な役割を果たし
た。基本的に技術開発組織は，自前主義であるため，企業家プラットフォームの活用を
拒む。しかしながら，MOT スクールで技術経営教育を受けた技術者は，オープン・イ
ノベーションの有効性を認識しており，積極的に協力することが出来たのである。
MOT スクールは，「自社でゼロから開発してもいい，自社ですでにある技術を応用開
発させてもいい，他社から技術を買ってきてもいい，他社と共同で開発してもいい，他
社にすべて委託して開発してもらってもいい。（中略）こうした多様な情報や知識を駆
使し，さらに多様な解決策のなかから自分たちの目的に最適な方法を探し出していく」
という発想を持っていた（永田・大阪ガス実践的 MOT 研究会，2004, 102頁）。こうし
た発想に基づき，MOT スクールは「事業構想力」「新製品構想力」の向上と「技術要
素活用の斬新な切り口と活用ツールの習得」を教育目標としていた（松本，2004）。具
体的には，新製品構想力の向上と技術要素活用の斬新な切り口として，「イノベーショ
ン・マネジメント」の講義や「MOT 特別講義 技術戦略論」の講義にてオープン・イ
ノベーションが解説されてい

28
た。

松本は，アイさぽーと MOT スクールの経営的成功により，経営陣から信頼を得てい
た。経営陣による信頼は，オープン・イノベーションを推進する松本に対するサポート
を引き出した。そのため，オープン・イノベーション担当部長である松本に内部の技術
ニーズを開示する権限と責任を与えたのである。技術ニーズを開示する権限を松本が持
つことは，大阪ガスの技術者に対して技術ニーズの開示に対する心理的な負担を軽減す
る効果があった（研究産業・産業技術振興協会，2013, 66頁）。
経営陣によるサポートは権限の付与だけではなく，技術開発組織に対して企業家プラ

────────────
２８ 2014年 6月 22日に実施された大阪大学名誉教授金井一賴氏へのインタビュー，および 2013年 9月 28

日に実施された合同会社 SARR 代表社員松田一敬氏へのインタビューによる。
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ットフォームの活用を促す作用を果たした。2008年の先端技術フェアの際に中嶋が行
ったように，技術開発組織に介入することにより，企業家プラットフォームを活用した
企業家活動を促したのである。
大阪ガスのオープン・イノベーションの取り組みは，松本が中心となって立ち上げて
いた。ここでの企業家の役割は，外部技術を利用することに対する正当性の獲得である
と考えられる（Lounsbury and Glynn, 2001 ; Suchman, 1995）。ここでの正当性とは，「必
要な資源を動員することを他者が支持するための何らかの『真っ当な理由』」を指す
（武石他，2012, 21頁）。
技術開発組織は，それ自身で技術開発を遂行できるため，企業家プラットフォームを
利用する必然性はない。むしろ，技術開発組織は内部で技術開発ができるがゆえに，外
部技術を利用することに対して抵抗するのである。企業家プラットフォームは，技術開
発組織に対して外部技術を利用してもらうための何らかの正当性が必要となる。正当性
の欠如は，企業家活動に不可欠な組織的支援の欠如につながる（Dijk et al., 2011 ; Zott
and Huy, 2007）。
これに対して企業家である松本は，初期の支持者である経営陣や MOT スクールの卒
業生を活用することによって，外部技術の利用に対する実績を積み重ねた。企業家プラ
ットフォームの実績を得ることによって，支持者を拡大し企業家プラットフォームを活
用したオープン・イノベーションの正当性を得たのである。企業家プラットフォームが
正当化されることにより，技術開発組織は外部技術を利用することに対する抵抗を徐々
に減らしていった。

2）企業家活動と企業家プラットフォームが相互作用的に機能する条件
技術開発組織が外部技術を利用するためには，必要な技術ニーズを企業家プラットフ
ォームにおいて開示する必要がある。しかし，外部に対して技術開発上の弱点をさらけ
出すことになるため，技術開発組織は技術ニーズを開示することに対して消極的にな
る。技術ニーズの開示に対して消極的な技術開発組織は，あいまいな形で技術ニーズを
開示することになり，そうであれば企業家プラットフォームは十分に機能しない。こう
した状況を回避するためには，技術開発組織が企業家プラットフォームの仕組みを信頼
して技術ニーズを開示する必要がある。
技術開発組織が企業家プラットフォームの仕組みを信頼するためには，2つの条件が
考えられる。第一に，企業家プラットフォームの機能的充足である。技術ニーズを開示
したとしても，求める技術が得られないのであれば，技術開発組織は企業家プラットフ
ォームを信頼することはない（Ring and Van de Ven, 1994；酒向，1998）。大阪ガスは
積極的にアライアンス・パートナーを開拓することによって，外部技術の探索能力を高
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めていた。技術マッチング会の開催も同様の効果をもたらす。
企業家プラットフォームの機能が向上したうえで成功事例が生まれると，技術開発組
織にとっては企業家プラットフォームで技術ニーズを開示する誘因となる。松本が「こ
れまでの成功事例などを紹介して，社内で信用を得るというプロセスがとても大事で
す」（西野他，2013, 5頁）と述べているように，企業家プラットフォームの機能向上と
成功事例の増加は相互作用的に行われていたのである。
第二に，共通の目標を意図的に設定することによる協働メカニズムを設計する必要が
ある。金井（2012）によると，企業家プラットフォームは，「共通の地域ビジョンの醸
成」，「地域の多様なセクターのベクトルを合わせる」，「共通関連性を創造」することを
可能にする。しかしながら，いち企業がオープン・イノベーションのための企業家プラ
ットフォームを構築する際には，注意が必要となる。金井（2012）の議論は，地域ある
いは産業を対象としており，企業家プラットフォームの参加は共通の目標を持ちやす
い。ところが，いち企業が構築する企業家プラットフォームでは，企業家プラットフォ
ームの構築者と，外部から企業家プラットフォームに参加する者の間に共通の目標は生
まれにくいと考える。取引によって搾取されるのではないかと考えられるからである。
そこで松本は，企業家プラットフォームを活用する上で，オープン・イノベーションの
意義を講演・解説し，「共創」という言葉を強調することによって互いに利益が生じる
ことをメッセージとして発信している（松本，2015）。企業家プラットフォームには外
部の参加者が欠かせないものであるため，外部の参加者にも企業家プラットフォームを
信頼してもらう必要がある。
大阪ガスのオープン・イノベーションの目的は，技術開発のスピードアップ，製品の
性能向上，技術開発投資効率向上を実現することであり，これは技術開発組織の実現す
べき目的と乖離していない。この目的を実現させるために，大阪ガスでは，オープン・
イノベーション室が技術開発組織と定期的に面談を行うことで情報の流れを構築してい
たのである。
技術開発組織が企業家プラットフォームの仕組みを信頼することは，技術ニーズを適
切に開示することによってオープン・イノベーションを遂行するだけではなく，オープ
ン・イノベーションに対する自己決定が促される。ある活動に対する自己決定は，内発
的動機づけを高めることが指摘されている（Gagne and Deci, 2005）。ある研究テーマに
対して，一部に外部技術を利用することにより，残りは内部開発に集中できる（松本，
2010 b）という意識は外部技術を利用することに対して内発的に動機づけられていなけ
れば醸成されない文化である。さらに，「オープン・イノベーション室を利用する技術
者は良く頑張っている」（松本，2014, 19頁）という評価が表れることにより，外部技
術を利用することに対する自己決定は促進される。鈴木（2013）が指摘するように，組
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織間連携による成果を十分に享受するためには，各組織が組織間連携に対して内発的に
動機づけられていることが必要なのである。

Ⅴ 結 論

本研究は，オープン・イノベーションのダイナミズムを企業家活動の視点から明らか
にすることを目的としていた。本研究の結論は，オープン・イノベーションのダイナミ
ズムを駆動するためには，企業家プラットフォームを構築する企業家活動が重要であ
る。具体的に，企業家プラットフォームが十分に機能するためには，企業家プラットフ
ォームの本質的機能を高めること，および技術開発組織が企業家プラットフォームの機
能を信頼することが欠かせない。このようにして，企業家プラットフォームが機能する
ようになれば，企業家活動は企業家プラットフォームと相互作用的に機能するのであ
る。
本研究に残された課題は，企業家プラットフォームを構築する企業家活動を持たない
企業におけるオープン・イノベーション，すなわち，外部で既に構築された企業家プラ
ットフォームを活用してオープン・イノベーションを遂行する企業を検討する必要があ
る。その上で，本研究が提示した事例を比較考察しなければならない。いずれにして
も，企業家プラットフォームが構築されることにより，外部技術を利用するための費用
は低下しており，企業家は企業内の資源だけではなく企業外の資源を活用した企業家活
動を遂行していく必要があるだろう。
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